
伊勢市 新型コロナウイルス 緊急対策（全体）

寄り添い

令和２年度 第１号 補正予算（4月27日）

国・県の対策を速やかに届けるための対応

130億 547万6千円

令和２年度 第2号 補正予算（5月14日）

・ 緊急事態措置期間の⻑期化による緊急対応
・ 第１号補正の不足等への対応

8億 6,307万9千円 【国保特別会計を含む】･ 特別定額給付金（1人につき10万円）

･ 子育て世帯 臨時特別給付金（子ども1人につき1万円）

･ 感染症拡大阻止協力金（1事業所当たり50万円）
【県25万円＋市25万円】

①

感染防止対策

総額 138億 6,855万 5千円

３つの対策方針 国・県等の支援が「対象とならない」「不足する」「間に合わない」などの皆様を支援

届ける

迅速に
最も皆様に近い行政機関として、「今」必要な対策を速やかに実行

国・県・周辺市町などと連携し、効果的で分かりやすく取り組みを推進

②

生活支援対策

③

経済対策



伊勢市 新型コロナウイルス 緊急対策

① 感染防 止 対策

３つの対策方針 『寄り添い』 『届 け る 』 『 迅 速 に 』

( 1 ) 消毒用品配布事業 98万７千円
まちづくり協議会・自治会集会施設に必要な消毒用品を配布

( 2 ) 妊婦用不織布マスク配布事業 既存予算で対応
妊婦に不織布マスクを1人につき25枚を配布

( 3 ) 介護・障がいサービス事業所支援事業 3,910万円
介護・障がい福祉サービス事業所に感染防止用品の購入に必要となる経費（上限10万円）を補助

( 4 ) 保育所等感染防止対策事業 1,850万円
公私立保育所等にマスク・消毒用アルコール・体温計・空気清浄機などを整備

( 5 ) 聴覚障がい者コミュニケーション支援事業 20万円
聴覚障がいのある人を雇用する事業所等にフェイスシールドを配布

( 6 ) 幼稚園感染防止対策事業 150万円
公立幼稚園にマスク・消毒用アルコール・体温計・空気清浄機などを整備

6, 028万7千円



② 生活支援 対策

３つの対策方針 『寄り添い』 『届 け る 』 『 迅 速 に 』

( 1 ) 緊急雇用事業 5,241万3千円
失業・採用の内定を取り消しされた人を対象に会計年度任用職員として30人を緊急雇用

( 2 ) 放課後児童クラブ緊急対応事業 3,569万4千円
放課後児童クラブの早朝開所・利用者負担の軽減

( 3 ) 児童扶養手当特別給付金支給事業 3,011万4千円
児童扶養手当受給者に特別給付金（1世帯につき３万円）を支給

( 4 ) 障がい者支援事業所臨時給付金支給事業 800万円
障がい者支援事業所（就労継続支援B型）に最低平均工賃支払い保障に対する給付金を支給

( 5 ) 小中学生家庭応援事業 6,011万２千円
経済的に困窮する小中学生がいる家庭への援助（就学援助制度の要件緩和・拡充など）

( 6 ) 臨時特例奨学金育英事業 3,078万円
奨学金育英制度を拡充（資格要件の緩和など）

2億1, 907万1千円

( 7 ) 新型コロナウイルス感染症傷病手当金【国保特別会計】 195万8千円
国保加入者における感染者などへの傷病手当金を支給
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伊勢市 新型コロナウイルス 緊急対策

③ 経 済 対策

３つの対策方針 『寄り添い』 『届 け る 』 『 迅 速 に 』

( 1 ) 地域応援商品券発行事業 ２億4,500万円
地域応援商品券(発行部数：20万冊・額面：5,000円〔販売額：4,000円〕)の発行による市内での消費促進

4億 8,372万1千円

( 2 ) 持続化給付金受給支援事業 既存予算で対応
持続化給付金受給の申請支援（申請書の準備・相談対応にご協力いただける行政書士・税理士等を告知）

( 3 ) 休業要請延⻑協力金 2,003万5千円
三重県の休業協力要請の延⻑に全面的に協力いただいた中小企業・個人事業主などに協力金10万円を支給

( 4 ) ゴールデンウィーク来訪自粛協力金 2億73万2千円
市の来訪自粛要請に伴い、自主的に休業していただいた事業者に協力金10万円を支給

( 6 ) 水産物販売促進事業 150万円
⽔産物の賞味期限延⻑、販路拡⼤のため、伊勢湾漁協の⼲物加工機器導入費用の⼀部を補助

( 5 ) 花き活用推進事業 240万円
公共施設・福祉施設などでの市内産花きの活用推進

( 7 ) 飲食店・宿泊施設応援事業 1,185万4千円
クラウドファンディングにより、市内外から支援金を募集し、返礼品としてプレミアム付き利用券を提供

( 8 ) ショッピングサイト開設事業 220万円
市観光協会と共同運営の観光情報ホームページ内にショッピングサイトを開設し、事業者の販路拡⼤を支援


